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勧 告 等 の 骨 子

令和７年10月14日

高知県人事委員会

１ 令和７年４月の民間給与との比較に基づく給与改定等について

(１) 給与の比較対象企業規模を「50人以上」から「100人以上」に引上げ

(２) 月例給、ボーナスともに引上げ

ア 民間給与との較差（11,152円、3.26％）を解消するため、給料月額を引上げ

イ ボーナスは、民間の支給割合（4.51月）との均衡を図るため、支給月数を引上げ

（0.05月）

(３) 医師等の初任給調整手当を引上げ

(４) 宿日直手当を引上げ

(５) 通勤手当、特地勤務手当に準ずる手当等の見直し

２ 教育職員の給与制度等について

公立学校の教育職員の給与等に関する法改正の趣旨等を踏まえ、教職調整額等につ

いて見直し

１ 民間給与との比較

行政課題の複雑化・多様化や厳しい人材獲得競争等を踏まえ、人事院の取扱いに準じ

て、比較対象とする企業規模を「50人以上」から「100人以上」に引上げた。

県内80事業所の3,014人の個人別給与を調査（調査完了率 88.9％）

【月例給】 職員と民間従業員の４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段

階、年齢、学歴を対比させて精密に比較（ラスパイレス方式）

【ボーナス】 昨年８月から本年７月までの１年間の民間の支給実績（支給割合）と職

員の年間支給月数とを比較

２ 本年の給与に関する事項

(１) 改定の内容

ア 給料表

(ア) 行政職給料表

民間の初任給が過去最高水準であるほか、本県の初任給が他の都道府県の水準

を下回っていること、また、国家公務員が30歳台後半までの職員に重点を置いた

俸給表の引上げを行っていることを踏まえ、高校卒業程度試験採用職員の初任給

を12,300円、大学卒業程度試験採用職員の初任給を12,000円引き上げ、30歳台後

半までの職員が在職する号給に重点を置いて改定、その他は、改定率を逓減させ

つつ引上げ改定、定年前再任用短時間勤務職員（暫定再任用職員を含む。）につ

民間給与（Ａ）
職員（行政職）の給与（Ｂ）

（平均年齢 40歳７月）

較差（Ａ）－（Ｂ）

（(A－B)÷B×100）

353,192円 342,040円 11,152円（3.26％）

高知県 （参考）国

民間の支給割合 職員の支給月数 民間の支給割合 職員の支給月数

令和７年 4.51月 4.45月 4.65月 4.60月

勧告のポイント
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いても、各級の改定額を踏まえ所要の引上げ改定

(イ) その他の給料表

行政職給料表との均衡を基本に改定

イ 初任給調整手当等

医療職給料表(１)の適用を受ける医師等

国に準じて、初任給調整手当の支給月額の限度を引上げ

416,600円 → 417,600円

定年前再任用短時間勤務職員等に地域手当を支給することが適当

ウ ボーナス

民間の支給割合に見合うよう引上げ 4.45月分 → 4.50月分

（一般の職員の場合の支給月数）

エ 通勤手当

（ア）自動車等を使用することを常例とする職員に対する通勤手当の改定

（イ）新たに追加する距離区分に係る（ア）の額の改定

（ウ）駐車場等の利用に対する通勤手当の新設等

オ 宿日直手当

国家公務員の改定に準じて改定

カ 特地勤務手当に準ずる手当

国に準じて、新たに給料表の適用を受ける職員となり、特地公署若しくは特地県立

学校又は準特地公署若しくは準特地県立学校への採用に伴い住居を移転した職員に対

して手当の支給を可能となるよう要件を見直し

(２) 実施時期

ア 給料表、通勤手当の（ア）、宿日直手当、特地勤務手当に準ずる手当

令和７年４月１日

イ 令和７年12月期のボーナス

令和７年12月１日

ウ 初任給調整手当等、令和８年度以降のボーナス、通勤手当の（イ）及び（ウ）

令和８年４月１日

(３) 勧告に基づく職員の平均年間給与額の試算（行政職 平均年齢40歳７月）

３ 教育職員の給与制度等に関する事項

「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正す

る法律」に基づき、教職調整額を４％から10％への段階的引上げ等を令和８年１月１日

から実施することが適当

また、主務教諭の新設や義務教育等教員特別手当の見直しなど、国において教育職員

の給与の見直しが進められているところであり、本県においても、国及び他の都道府県

の動向を注視しながら、検討を進めていくことが必要

勧告前（Ａ） 勧告後（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

令和７年 567.0万円 587.5万円 20.5万円

６月期 12月期

令和７年度 期末手当

勤勉手当

1.25 月

0.975月

(支給済み)

(支給済み）

1.275月

1 月

(現行1.25 月)

(現行0.975月)

８年度

以降

期末手当

勤勉手当

1.262月

0.988月

1.263月

0.987月
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４ 公務運営に関する事項

(１) 人材の確保

複雑・多様化する行政課題に的確に対応していくためには、意欲ある多様で有為な

人材を県内外から確保し、職員のキャリアや適性等を踏まえた効果的な能力開発を進

めていくことが重要

人材獲得競争が激しくなる中、本県の職員を志望する者は、総じて減少傾向にあ

り、特に技術系の人材確保は非常に厳しい状況

受験者数の増加に向けて、引き続き、採用試験の在り方について更なる検討を進め

るとともに、公務の魅力ややりがいについて工夫した発信強化が必要

初任給の改善をはじめとする処遇の改善とともに多様で柔軟な働き方が広がってい

る中、本県で準備を進めている「短時間勤務職員」の導入など、より働きやすい勤務

環境を整備することなどにもより、公務職場の魅力を一層高めていくことが人材の確

保にとって重要

(２) 人材の育成

職員が能力を最大限に発揮できる環境の整備を図るとともに女性職員の管理職への

登用に向けたキャリア形成の支援、職員が自主的に選択できる研修などによるキャリ

ア形成の支援、職務経験を有する中途採用などの採用形態の多様化を踏まえたキャリ

アパスの構築、障害のある職員の活躍推進、高齢層職員の能力と経験の本格的活用等

に取り組むことが重要

さらに、職員が離職することなく、リスキリングや国際貢献活動等に取り組み、

キャリア形成ができるよう、国や他の自治体などでも導入されている自己啓発等休業

制度及び修学部分休業制度などについても導入を検討することが必要

(３) 総実勤務時間の短縮

ア 時間外勤務の縮減と年次有給休暇の取得促進

知事部局では、令和６年度の過重勤務者数が上限規制導入前の平成30年度から半

減している

一方で、特定の所属及び職員に業務が集中している状況等もあることから、管理

的地位にある職員は、職員の勤務時間管理は自らの重要な職責であることを強く自

覚し、組織マネジメントの強化に引き続き取り組むことが重要

また、業務改善に資するデジタル化の取組の拡充及び着実な実施により、時間外

勤務の縮減に一層取り組むことが必要

年次有給休暇については、任命権者において、職員一人一人が休暇を取得しやす

い職場環境の整備に努めることが求められる

なお、知事部局においては、職員の時間外勤務に対する意識変化を促し、所定の

労働時間内で仕事を終わらせようという意識醸成を図るため時間外勤務手当割増率

の時限的引き上げなどの取組を導入する準備を進めているところ、これらを真に実

効性ある取組とするため、制度導入と併せて、その効果を適切に検証・分析するこ

とが必要

イ 学校現場における教育職員の負担軽減

教育委員会においては、高知県教育振興基本計画に働き方改革の推進を主な施策

の一つとして位置づけ、教材等のデジタル化及び共有化、校務支援システムの導入、

自動採点システムなどの校務効率化ツールの導入促進など、教育職員の業務負担軽

減に向けた取組を行ってきた

一定の成果は見える取組もあるものの、依然として、教育職員の長時間勤務や多

忙化などの課題は解消されていない状況

引き続き、勤務時間管理の徹底、デジタル技術の活用による業務効率化など、教

育職員の働き方改革や業務負担軽減に向けた取組を推進していくことが必要
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育休や産休、病休などに伴う職員の代替者の配置については、市町村教育委員会

とも連携し、更なる人員の確保に努めることが求められる

なお、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一

部を改正する法律」の施行に伴い、各教育委員会は、令和８年４月から、業務量管

理・健康確保措置実施計画の策定や当該計画の実施状況の公表等を義務付けられて

いる

教育委員会においては、県立学校の教育職員の業務量管理・健康確保措置実施計

画を策定するとともに、同計画を策定・実施する市町村教育委員会とも密に連携

し、教育職員の働き方改革や業務負担軽減を確実に推進していくことが重要

(４) 多様な働き方の推進

職員が個々のニーズに応じて、多様で柔軟な働き方を選択できる職場環境を整備し

ていく観点から、早出遅出勤務や在宅勤務等の取組を引き続き、着実に推進していく

ことが必要

職員の健康管理やワーク・ライフ・バランスの確保等の観点から、任命権者におい

て、昨年８月から、勤務間インターバル確保の取組を推進しているところ、昨年度か

らの取組状況を把握し、国の動向等も注視しつつ、より実効性ある制度とするための

検討を行うとともに、職員に対する周知・啓発等にも取り組むことが必要

また、多様で柔軟な働き方を更に推進していくためには、国や他の自治体などでも

導入されているフレックスタイム制の導入についても、職場の実情を踏まえつつ検討

することが必要

加えて、導入に向けて準備が進められている「短時間勤務制度」については、多様

で柔軟な働き方を可能とするという本制度の趣旨に沿うよう、「短時間勤務職員」と

して採用された職員が、働き方支援休暇を適切に取得可能な環境を整備するなど、適

正な制度の運用に十分留意することが必要

さらに、人口減少による担い手不足などの社会情勢の変化や、職員による自律的な

キャリア形成、自己実現のニーズの高まりなどにより、兼業を希望する職員が兼業で

きる環境を整備することが必要であり、このことは離職防止や人材確保の観点からも

有用であることから、任命権者においては、職員が兼業を行うにあたっての環境整備

等について検討し、適切な対応を行うことが求められる

(５) 働きやすい職場づくり・仕事と生活の両立支援

次世代育成支援対策推進法に基づく｢特定事業主行動計画｣である｢高知県職員子育

てサポートプラン｣において設定した目標値である、男性職員の育児休業の取得率な

どに取組の成果が現れているところ、本年４月に新たに策定された「高知県職員共働

き・共育てサポートプラン～県庁が隗より始める『共働き・共育て』～」では、男性

職員の１か月以上の育児休業取得率を令和11年度末までに100％とする高い目標が掲

げられたことから、仕事と生活が両立できる職場環境づくりのため一層の取組の推進

が求められる

また、任命権者においては、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法」の改正等に伴う本県条例や規

則等の改正に基づき育児や介護等の事情に応じて利用できる制度について対象者に説

明を行うなど適切な措置を講じることが求められる

(６) 職員の健康管理

メンタルヘルス対策は、近年、若年層のメンタル不調による長期病休者数が増加傾

向にあることを踏まえ、任命権者においては、メンター制度による困りごとや悩み相

談・助言等のサポートなど、職員のメンタル不調に対する取組をより一層推進するこ

とが必要

ストレスチェックについては、受検率の向上に引き続き留意すること
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また、任命権者においては、職場のコミュニケーションを図る等、よりきめ細かな

職員の健康への配慮が必要

(７) ハラスメントの防止

任命権者において、ハラスメント防止に向けた取組を行っているものの、職員アン

ケートでは、ハラスメントに該当すると疑われる事例が相当数見受けられる状況

ハラスメントを防止するため、職員からの相談や職員アンケートの結果を踏まえて

研修の内容をより充実させるとともに、ｅラーニングやＷｅｂ会議を用いて、全職員

に対し研修の機会を設けるなど、更なる努力を行うことが必要

さらに、早期対応・早期解決にも資するよう、相談窓口のより一層の周知に努め、

相談しやすい体制であるかを相談者の視点に立って常にチェックするなどし、ハラス

メント事案が発生した場合には、被害を受けた方に寄り添いながら、適切かつ迅速な

対応ができる体制を確立するなど、更に実効性のある対策につなげていくことが必要

教育委員会においては、県費負担教職員の服務監督権を有する市町村教育委員会と

ともに相談窓口体制のさらなる充実を図るなど、市町村教育委員会とも一層の連携

し、対策に取り組むことが必要

また、悪質なカスタマー・ハラスメントから職員を守り、安心して働ける職場環境

づくりを進めるため、任命権者においては、民間労働法制の施行に遅れることなく対

策を講ずることが必要
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最近の給与勧告の状況

月例給 特別給（ボーナス） 平均年間給与（行政職）

勧告率 年間支給月数 対前年増減 増減額 率

平成 11年 0.27％ 4.95 月 △0.30 月 △9.8 万円 △1.5％

平成 12年 0.10％ 4.75 月 △0.20 月 △7.3 万円 △1.1％

平成 13年 0.05％ 4.70 月 △0.05 月 △1.8 万円 △0.3％

平成 14年 △2.07％ 4.65 月 △0.05 月 △15.0 万円 △2.3％

平成 15年 △1.09％ 4.40 月 △0.25 月 △16.9 万円 △2.6％

平成 16年 ※給与水準の改定なし 4.40 月 ※支給月数の改定なし ― ―

平成 17年 △0.34％ 4.45 月 0.05 月 △0.2 万円 △0.0％

平成 18年 ※給与水準の改定なし 4.45 月 ※支給月数の改定なし ― ―

平成 19年 0.15％ 4.45 月 ※支給月数の改定なし 0.7 万円 0.1％

平成 20年 0.15％ 4.45 月 ※支給月数の改定なし 0.4 万円 0.1％

平成 21年 △0.16％ 4.10 月 △0.35 月 △14.7 万円 △2.4％

平成 22年 △0.17％ 3.90 月 △0.20 月 △8.6 万円 △1.4％

平成 23年 ※給与水準の改定なし 3.90 月 ※支給月数の改定なし ― ―

平成 24年 ※給与水準の改定なし 3.85 月 △0.05 月 △1.9 万円 △0.3％

平成 25年 ※給与水準の改定なし 3.85 月 ※支給月数の改定なし ― ―

平成 26年 ※給与水準の改定なし 3.95 月 0.10 月 3.7 万円 0.7％

平成 27年 0.15％ 3.95 月 ※支給月数の改定なし 0.8 万円 0.2％

平成 28年 ※給与水準の改定なし 4.05 月 0.10 月 3.6 万円 0.6％

平成 29年 0.17％ 4.10 月 0.05 月 2.8 万円 0.5％

平成 30年 0.15％ 4.15 月 0.05 月 2.6 万円 0.5％

令和元年 0.12％ 4.20 月 0.05 月 2.4 万円 0.4％

令和２年 ※給与水準の改定なし 4.20 月 ※支給月数の改定なし ― ―

令和３年 ※給与水準の改定なし 4.15 月 △0.05 月 △1.7 万円 △0.3％

令和４年 0.21％ 4.20 月 0.05 月 2.9 万円 0.5％

令和５年 1.19％ 4.35 月 0.15 月 11.6 万円 2.1％

令和６年 3.10％ 4.45 月 0.10 月 20.6 万円 3.8％

令和７年 3.26％ 4.50 月 0.05 月 20.5 万円 3.6％
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給料 11,086円

はね返り分 66円

比 較

較差 11,152 円

（3.26％）

民間給与との較差に基づく給与改定

本年の県内の民間事業所の給与との較差（11,152 円（3.26％））を踏まえ、以下のとおり、給与の引

上げ改定を行うこととしました。

民間給与 職員給与

353,192 円 342,040 円

改 定

(注) 「はね返り分」とは、給料等の
一定割合で手当額が定められて
いる地域手当のように、給料等
の改定に伴い手当額が増減す
る分をいう。
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給与等に関する報告及び勧告の手順

民間給与の調査（訪問調査）

（企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の県内民間事業所を対

象として無作為抽出）
※公民給与の比較方法については、企業規模100人以上の事業所におけるも

のとする。

県職員給与の調査

全職員を対象

事業所の給与制度等の調査 従業員の個人給与の調査

県職員行政職

４月分給与

民 間

４月分給与

民間の特別給の年間

支給割合と職員の支

給月数を比較

仕事の種類、役職段階、学歴、年齢を同じく

する者同士の給与を比較

（ラスパイレス方式）

・
人
事
院
の
勧
告

・
他
の
都
道
府
県
の
動
向

・
生
計
費
、
経
済
・
雇
用
情
勢

県 議 会

※県議会は知事から関係条例案が提出

された場合、報告及び勧告の内容を

踏まえつつこれを審議、採決する

知 事

給料表・手当の改定内容等を決定

給与等に関する報告及び勧告

公 民 較 差

特別給 （前年８月から

当年７月までに支給され

たボーナス）

給与改定、手当

制度、勤務条件

等

均 衡 の 原則

職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団

体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事

情を考慮して定められなければならない。

地方公務員法第24条第2項

情勢適応の原則

地方公務員法第14条第1項

地方公共団体は、この法律に基いて定められた給与、勤

務時間その他の勤務条件が社会一般の情勢に適応する

ように、随時、適当な措置を講じなければならない。

※知事は報告及び勧告の内容につ

いて検討を行い、必要に応じて条

例案を県議会に提出する

知 事
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県職員給与と民間給与との比較方法（ラスパイレス方式（※））

（※)　ラスパイレス方式
　公務員と民間企業では、それぞれ職種、役職段階の人的構成、年齢構成、学歴構成等が異なります。このように、異なる集団間での給与の比較を
行う場合には、それぞれの集団における給与の単純平均を比較することは適当ではなく、給与の主な決定要素の条件（仕事の種類・責任の度合い・
学歴・年齢）を合わせて、同種同等の者同士の給与を比較することが適当であるとされています。ラスパイレス方式は、この同種同等比較の原則に
のっとっており、公務員と民間の給与を精確に比較することができる方法と考えられています。

個々の県職員に民間の給与額を支給した場合に必要となる金額（民間給与総額（Ａ））が現在県職員

に支払っている金額（県職員給与総額（Ｂ））に比べて、どの程度の差があるかを算出しています。

具体的には、仕事の種類、役職段階、学歴、年齢階層別の県職員の平均給与と、これと条件を同じに

した民間の平均給与のそれぞれに県職員数を乗じた額を算出し、両者を比較しています。

各役職段階ごとに、「１級

（係員）」と同様に、学歴

別、年齢階層別に民間

給与及び県職員給与を

算定

24・25歳

22・23歳

20・21歳

18・19歳

16・17歳

26・27歳

中 卒

高 卒

短大卒

大 卒
1級

（係員）

9級

（支店長・部長・部次

長）

2級

（主任）

3級

（係長）

4級

（課長代理・係長）

5級
（課長・課長代理）

6級

（課長・課長代理）

7級
（支店長・部長・部次長・

課長）

8級

（支店長・部長・部次

長・課長）

県職員給与総額

÷県職員総数

＝359,494円 （b）

民間給与総額

÷県職員総数

＝353,192円 （a）

（上段：県職員職務の級）

（下段：民間役職段階）
（学歴） （年齢階層）

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

県職員給与×県職員数

県職員給与×県職員数

県職員給与×県職員数

県職員給与×県職員数

職種、役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士の平均給与額のそれぞれに県職員数を乗じて得た額の総額で比較しています。

民間給与

（事務・技術 係員）

県職員給与

（行政職 １級）

大卒24・25歳 １級

平均給与 ○○○,○○○円 ×
大卒24・25歳１級

県職員数

大卒22・23歳 １級

平均給与 ○○○,○○○円 ×
大卒22・23歳１級

県職員数

大卒24・25歳 係員

平均給与 ○○○,○○○円
×
大卒24・25歳１級

県職員数

大卒22・23歳 係員

平均給与 ○○○,○○○円 ×
大卒22・23歳１級

県職員数

（民間給与総額（Ａ）） （県職員給与総額（Ｂ））

本年の公民較差 （a）ー（b） ＝ 11,152円 （3.26％ ）

県職員給与総額

÷県職員総数

＝342,040円 （b）


